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1. イントロダクション：知財業務における生成AIの「導入後」と
いう真の変革フェーズ 
近年、生成AI（人工知能）の飛躍的な進化と普及に伴い、企業の知的財産（知財）部門におけるAIの
活用は、局所的な「実証実験（PoC）」の段階を越え、基幹システムへの本格的な業務実装フェーズ
へと移行しつつある。特許調査、明細書作成の初期ドラフト構築、さらには特許庁からの拒絶理由通

知に対する対応案の策定に至るまで、従来は高度な専門性が要求された定型的な知財業務の多く

が、AIのプロンプト処理によって代替・効率化される未来は、もはや不可逆的な現実となっている。し
かしながら、テクノロジーの導入が完了した時点でデジタルトランスフォーメーション（DX）が完遂する
わけではない。むしろ、企業が直面する真の、そしてより複雑な課題は「システムが導入された後」の

運用および組織変革のフェーズにおいて浮き彫りになる。 
本稿では、オムロン株式会社の技術・知財本部 知的財産センタ長である奥田武夫氏が主導した全
社横断型プロジェクト「AIZAQ（アイザック）」や、スクラッチ開発による「知財AIエージェント」の実装事
例、ならびに同氏が幹事を務める「生成AI活用推進協議会」における最先端の議論を中核的な題材
とし、企業が生成AIの導入完了後に直面する多角的な課題について深掘りする 1。 
知財業務のプロンプト化が進み、業務フローの約80%がAIに委ねられる環境が構築された後、企業
は「従業員間のリテラシー格差による活用停滞」「社内に蓄積された非構造化データ（暗黙知）の統

合における精度の壁」「ハルシネーション（虚偽情報の生成）リスクと専門人材の再定義」、そして「厳

格なセキュリティとガバナンス体制の維持」といった、極めて高度なハードルに直面することになる 3。
これらの課題をいかにして乗り越え、知財部門を従来の「権利保護（守りの知財）」から「価値創出

（攻めの知財）」へと変革させるのか。オムロンが提示するアプローチは、AI時代における企業変革
の重要な先行事例（ベストプラクティス）として、あらゆる産業界の専門家に対する普遍的な示唆に

富んでいる。 

2. マクロ環境分析：知財業界における構造的課題と生成AI導
入の必然性 
生成AIの導入後に生じる課題を論じる前提として、そもそもなぜ知財部門がこれほどまでに急速か
つ抜本的なAI導入を迫られているのか、そのマクロ的な背景を理解する必要がある。知財業務、とり
わけ特許出願や権利化に関わる業務は、極めて厳密な論理構築と膨大な先行技術文献の読解を

要求される労働集約的な側面を強く持っている。 
現在、日本の特許業界は深刻な構造的課題に直面している。特許事務所や企業の知財部門を支え

る弁理士および特許技術者の年齢構成は高齢化の傾向にあり、若手弁理士の確保が年々困難と



なっている状況が各種データから示唆されている 6。このような人材不足と年齢構成の偏りが進行す
る中で、一人当たりの業務負担は増大し続けており、従来の属人的な処理能力に依存した業務モデ

ルはもはや限界を迎えつつある 5。 
この構造的危機に対する唯一にして最大の解決策が、生成AIの本格導入である。特許明細書の作
成支援や先行技術調査の効率化において、AIは人間の数十倍から数百倍の処理速度を誇る。しか
しながら、この「解決策」自体が、導入後に新たなパラダイムシフトとそれに伴う摩擦を生み出す。業

務が効率化されるということは、必然的に弁理士や知財担当者の既存の業務プロセスが空洞化し、

役割そのものの再定義が迫られることを意味するからである 5。テクノロジーの導入は、知財部門の
存在意義を問う哲学的な課題をも連れてくるのである。 

3. オムロンにおける生成AI導入の技術的基盤と実装アーキテ
クチャ 
課題の深層に迫る前に、オムロンがいかにして生成AIを知財業務に導入し、どのような技術的基盤
を構築したのかを概観する。この基盤設計の緻密さが、後に直面する「導入後の課題」に対する防

波堤として機能している。 
3.1 「知財AIエージェント」のスクラッチ開発と業務のプロンプト化 
オムロンの知財部門では、研究開発特化型生成AI活用環境基盤「RD Buddy」の一環として、「知財
AIエージェント」を構築した 7。同社は既存のSaaSパッケージソフトウェアに依存するのではなく、業務
要件に完全に最適化されたシステムをスクラッチ開発で実装するという戦略的決断を下した 7。この
アプローチにより、知財業務フローの全体を抜本的に見直し、約80%もの知財業務をAIに対する「プ
ロンプト（指示）」へと変換することに成功している 3。 
2023年下半期の段階で、オムロン社内における24のユースケースのうち90%以上において、要約、
分類、抽出、文章生成、添削といった定型業務に対する生成AIの有効性が確認され、劇的な工数削
減が実証された 3。具体的には、膨大な先行技術文献や特許明細書をAIが読み込み、発明の要点
や新規性を即座に要約する機能や、技術キーワードから関連特許を自動検索して詳細な分析レ

ポートを生成する機能が実装されている 3。また、発明者の技術アイデアを言語化するための「壁打
ち」パートナーとしての活用や、特許庁からの拒絶理由通知に対する論点の抽出・反論構成の提案

など、極めて高度な論理処理を伴う領域にまでAIの適用範囲が拡張されている 3。 
3.2 導入後に直面するセキュリティ要件と精度向上への技術的対抗策 
システムが稼働し始めると、企業は直ちに「機密情報の保護」と「専門業務における出力精度の維

持」という2つの巨大な技術的課題に直面する。企業の競争力に直結する未公開の特許情報や技術
アイデアをパブリックなクラウド環境で処理することは、情報漏洩という致命的なリスクを伴う。また、

特許文書という極めて特殊な語彙と論理構造を持つデータを汎用的な大規模言語モデル（LLM）に
入力した場合、重要な権利要件が欠落したり、文脈が歪曲されたりする懸念がある。 
オムロンは、これらの導入後課題を予見し、多層的なセキュリティアーキテクチャと独自のデータ前

処理プロセスを組み込んだシステムを構築している。以下に、その技術的な実装の詳細を整理す

る。 
 



アーキテクチャの要素 導入後課題への技術的対応策の実装詳細 

閉域ネットワークによるデータ分離 データクレンジング用サーバー（Amazon EC2
）および特許分析専用アプリケーションを、

AWS Direct Connect経由でオムロンの社内
LANと直結した閉域ネットワーク内に配置。こ
れにより大規模データのクラウドリフトにおけ

る帯域確保と、外部からのアクセスを遮断した

強固なネットワークセキュリティを両立 7。 

多層的暗号化と最小権限の原則 AWS Identity and Access Management 
(IAM) を活用した厳密な権限管理を実施。
Amazon S3 (SSE-S3)、Amazon DynamoDB 
(Point-in-Time Recovery有効化)、Amazon 
OpenSearch Serverless等の各コンポーネン
トにおいて、保存時（At-Rest）および転送時（
In-Transit）のすべてのデータを強力なアルゴ
リズムで暗号化（TLS 1.2以上） 7。 

インテリジェントな切り詰め（前処理） LLMのトークン制限に対処するため、単純な
文字数制限によるテキストカットを排除。特許

文書から重要キーワード（必須要件等）を保持

したまま要約する「インテリジェントな切り詰

め」処理を実装。さらに切り詰め部分から重要

語彙を再抽出し付加することで、AIの応答精
度と特許としての文脈の完全性を担保 7。 

意味的検索（Semantic Search）の導入 Amazon Bedrock (Claude 3.5 Sonnet) と連
携し、基盤モデル「Amazon Titan Text 
Embeddings V2」を用いて特許文書をベクト
ル化。特許の「技術分野」「課題」「解決手段」

といった要素ごとに細分化してAmazon 
OpenSearch Serverlessに格納することで、従
来のキーワード検索では不可能だった高精度

な意味的類似性の検索を実現 7。 

監査とトレーサビリティ AWS CloudTrailによるAPI呼び出しの完全な
記録、Amazon CloudWatch Logsによる実行
ログ監視に加え、Amazon Athenaを用いたク
エリ分析により、組織単位でのAI利用状況と
コスト発生ログを可視化。利用状況の停滞や

異常なアクセスを早期に検知するガバナンス



体制を構築 7。 

このような極めて高度な基盤設計は、生成AIの導入が単に「便利なツールを契約した」というレベル
のものではなく、企業のインフラストラクチャそのものを再設計する大規模なIT投資であることを示し
ている。そして、この堅牢なハードウェア/ソフトウェア基盤の上に、次なる最大の課題である「人間の
組織」というソフトウェアのアップデートが求められることになる。 

4. 導入完了後の課題I：従業員のリテラシー格差と「活用停
滞」の壁 
どれほど高度な技術的インフラストラクチャを構築したとしても、それを運用する人間側の準備が

整っていなければ、テクノロジーは組織に定着しない。オムロンが生成AI導入後に直面し、そして最
も警戒した課題が、従業員のリテラシー不足に起因する「活用停滞（Utilization Stagnation）」である 
3。 
生成AIは、従来のSaaSや業務システムのように、決められたボタンを押せば期待した結果が返って
くる決定論的なシステムではない。ユーザーが入力する「プロンプト（指示の質と文脈）」によって、出

力結果の質が劇的に変動する確率論的なシステムである。知財業務のような高度な専門性が求め

られる領域において、AIに対して適切なコンテキスト（技術的背景、競合状況、法的な制約要件）を
言語化して与えられなければ、実務に耐えうる水準の回答は得られない。 
導入初期のPoCフェーズにおいては、新技術に対する感度が高く、試行錯誤を厭わない一部のアー
リーアダプター（先導層）が顕著な成果を上げる。しかし、システムが全社に展開され、レイトマジョリ

ティ（追随層）が利用を開始した途端、「思ったような回答が出ない」「どのように指示を出せば良いの

か分からない」という心理的・技術的な壁に衝突し、利用率が急激に低下する現象が多くの企業で

観察される。オムロンの事例でも、参加への心理的ハードル、生成AIに対する専門知識や知見の不
足（スキルのハードル）、そして活動の一過性化や進捗のばらつきといった問題が初期段階で明確

に認識されていた 4。 
この「リテラシー格差」を放置すれば、巨額の投資を行ったAIシステムは、ごく一部の専門家だけが
使う高度な検索エンジンへと陳腐化してしまう。知財部門全体の生産性を底上げし、新たな価値創

出モデルへと移行するためには、すべての部員が「AIを使いこなす前提」で自身の思考プロセスと業
務フローを再構築するための、継続的かつ体系的な教育プログラムが不可欠となる。 

5. 活用停滞を打破する組織変革：プロジェクト「AIZAQ」の全
貌 
この活用停滞の壁を打ち破るため、オムロンが採用したアプローチは、経営層のトップダウンによる

強力なコミットメントと、現場社員のボトムアップによる熱意を融合させるという、極めて人間中心の

組織変革プロトコルであった。その中核を担うのが、2023年9月に立ち上げられた全社横断型の生
成AI活用推進プロジェクト「AIZAQ（アイザック）」である 2。 
AIZAQの真の目的は、単なる業務の効率化や省力化にとどまらない。企業文化、社員一人ひとりの
意識、そして組織内のコミュニケーションの在り方そのものを変革し、生成AIの活用を組織の「血肉」
とすることにある 4。これは、創業者・立石一真氏が掲げた「機械にできることは機械に任せ、人間は
より創造的な活動を楽しむべきである」という「人が活きるオートメーション」の哲学を、現代のAIテク
ノロジーによって具現化する試みと位置付けられている 4。 



奥田氏がセンタ長を務める知財センタにおいては、2018年に策定された「既成概念を打破する存在
になる」といったミッション・ビジョンが毎朝唱和されており、5年が経過しても形骸化することなく社員
の行動指針として機能していた 9。このような強固な企業理念と挑戦を尊ぶ組織風土の土壌があっ
たからこそ、AIZAQのような大規模な変革プロジェクトが受容されたと言える。2026年度時点で
AIZAQは「Season 6」へと突入しており、国内社員の約12%にあたる累計1,200名を超えるメンバー
が参画するまでに規模を拡大している 4。 
オムロンは、導入後に直面する人的課題に対し、以下のような多角的な解決策（ソリューション）を展

開している。 
 

直面した組織的課題 オムロン（AIZAQ）における具体的かつ実践
的な解決策 

参加への心理的ハードル 強制的な業務命令ではなく、社員が自らの意

志で参加できる「手挙げ方式」を徹底。挑戦の

意志を尊重し、心理的安全性を担保すること

で、想定を大幅に上回る参加者を獲得 4。 

専門知識の不足（スキル障壁） 業務課題を解決したいという強い熱意（WILL）
を持つ現場担当者と、AIの専門知識や技術的
知見を持つ支援者（テクニカルアドバイザー

等）を組み合わせる「バディ体制」を構築。伴

走型の支援によりスキル不足を補完 4。 

活動の一過性化と技術的行き詰まり PMO（プロジェクトマネジメントオフィス）による
環境整備を通じて、AIへの取り組みを「正式な
業務」として工数確保。さらに、成功体験だけ

でなく「失敗談」や「行き詰まりのプロセス」も

社内サイト等でオープンに共有する「ナレッジ

シェア機能」を構築し、部門を越えた自発的な

「学びの連鎖」を誘発 3。 

モチベーション維持と文化の定着 テーマや活動成果を全力で称え合う社内イベ

ント「AIZAQ KUDOS」を定期開催。挑戦者を
称賛するインナーコミュニケーションの風土を

定着させ、従業員の帰属意識とDXへのモチ
ベーションを恒久的に維持 4。 

 



 
 

6. 導入完了後の課題II：実証実験から本格運用への移行と
「暗黙知」の統合 
リテラシーの壁を越え、組織文化の醸成が進んだとしても、技術的なロードマップ上にはさらに険し

い壁が待ち受けている。それが、一般に公開されているデータ（パブリックデータ）を用いた処理か

ら、企業の競争力の源泉である「社内の暗黙知（Tacit Knowledge）」を統合した本格運用への移行
である。 
オムロンの報告によれば、特許庁が発行する公開公報のような、フォーマットが統一された構造化・

半構造化データの検索や要約においては、生成AIは極めて高いパフォーマンスを発揮している 3。し
かし、より高度な知的財産活動をAIに委ねようとする場合、システムはまだ「社内検証中」または「実
証実験中」の段階にとどまる領域が存在する 3。 
具体的には、過去の特許審査における拒絶理由通知への対応履歴（審査官との面接記録や反論の

ロジック）を学習し、新たな拒絶理由に対する反論テンプレートを自動提案する機能は、社内検証中

とされている 3。また、知財AIエージェントを社内の研究論文データベースや技術報告書、過去の発
明提案書などと連携させ、社内に分散・蓄積された「暗黙知」を自然言語で横断的に検索・要約・抽



出する機能も、現在実証実験の段階にある 3。 
公開特許情報とは異なり、社内の技術文書はフォーマットが不揃いであり、各部署固有の専門用語

やプロジェクト特有のスラング、さらには図面や数式といった非構造化データの塊である。これを生

成AIが意味を正しく理解できる形式（ベクトルデータ）に変換し、意図した文脈で引き出せるようにす
るための「データの前処理」と「ナレッジグラフの構築」は、導入完了後に企業が直面する最も泥臭

く、かつ莫大なリソースを要求される技術的課題である。社内の知見をシームレスに連携させるこの

「データ統合の壁」を突破して初めて、AIは真の意味で企業の専属エージェントとして機能し始める。 

7. 導入完了後の課題III：ハルシネーションと「専門性」の倫理
的再定義 
生成AI固有の脆弱性として広く認知されている「ハルシネーション（もっともらしい虚偽情報の生成）」
は、知財業務においては致命的なリスクへと直結する。一般的な社内コミュニケーションやブレイン

ストーミングの用途であれば、文脈の微細なエラーや幻覚は許容される余地がある。しかし、特許明

細書におけるクレーム（請求項）の厳密な権利範囲の定義や、先行技術調査に基づく侵害リスクの

判定（FTO調査など）において、AIの出力するハルシネーションを看過することは、企業の事業そのも
のを法的リスクに晒す行為に他ならない 1。 
特許文書の法的厳密性と整合しにくいという生成AIの根本的な弱点は、AIが生成した文章を人間に
よる検証なしにそのまま使用することを極めて危険な行為としている 5。この技術的限界は、そのま
ま「知財専門家（弁理士・特許技術者）の役割と責任の再定義」という、より深い組織的・倫理的課題

へと波及する。 
前述の通り、生成AIが特許業務の定型処理を効率化し、実務の80%がプロンプトによって代替可能
になった世界線においては、必然的に人間の手を動かす業務量は減少する 3。一見するとこれは喜
ばしい省力化であるが、同時に「AIが作成した特許明細書のドラフトや反論構成に対して、最終的な
法的判断を下し、全責任を負うのは誰か」という倫理的な問いを突きつける 5。 
導入が完了し運用フェーズに入った組織において、知財担当者に強く求められるようになるのは、ゼ

ロから文章を書き起こす能力ではない。AIのアウトプットの裏にある論理の飛躍や事実誤認を見抜く
「クリティカル・シンキング能力」であり、自社の経営戦略や事業ロードマップと照らし合わせてAIの提
案を採用すべきか否かを判断する「戦略的評価能力」である。つまり、AI導入後の最大の課題は、シ
ステムを稼働させることではなく、「AIによって創出された余剰時間を活用し、既存の知財人材をいか
にして高度な『戦略立案型人材』『価値創出型人材』へとリスキリング（再教育）するか」という人材開

発の課題に他ならない。 

8. 導入完了後の課題IV：業界横断のガバナンス構築と法的リ
スク管理 
個々の企業の内部努力だけでは解決が困難なのが、生成AIの利用に伴う著作権侵害、プライバ
シー保護、営業秘密の漏洩といった法務的・倫理的なリスクの管理である。これらのリスクは、AIの
導入完了後に日常の業務プロセスの中に潜む、継続的かつ予測不可能な脅威となる。企業が単独

で手探りのルール作りを行うには限界があり、産業界全体でのコンセンサス形成が急務となってい

る。 
この課題に対処するため、日本国内の主要企業が結集し、業界横断的な取り組みを開始している。

2026年1月に、調査研究事業の一環として（「知財ガバナンス協会」と同列の位置付けで）発足した



「生成AI活用推進協議会」は、まさにこの「導入後の運用課題」を解決するための社会的なプラット
フォームである 1。同協議会には、オムロンの奥田武夫氏をはじめ、日産化学、古河電工、ブリヂスト
ン、デンソー、クボタなど、日本を代表するものづくり企業の知財部門長が幹事として参画している 1

。 
この生成AI活用推進協議会は、主に以下の3つの分科会を通じて活動を推進し、初年度のアウト
プットとして各テーマにおける実践的ガイドブックの作成を目指している 1。 

分科会名称 主要な検討テーマと活動目的 

知財業務分科会 発明創出、出願・権利化業務、FTO（侵害対
策）、先行技術調査、ポートフォリオ分析、翻

訳など、日常的な知財実務における生成AIの
効果的かつ安全な活用方法を検討する。 

戦略策定分科会 投資分析、因果パスの設計、収益貢献の見え

る化、情報開示の手法など、企業の価値創造

プロセスにおいて知財・無形資産戦略を策定

するための生成AIの高度な活用法を検討す
る。 

課題解決分科会 情報管理、著作権、プライバシー等の法的問

題、倫理・ガバナンス、ITセキュリティ、そして
ハルシネーション対策など、AI活用を促進す
る上で企業が直面する阻害要因の把握とそ

の標準的な対応策を検討する。 

加えて、同協議会では「生成AI実践研修（上流編）」などのワークショップを通じて、事業会社におけ
る価値創造の実践事例の共有や、具体的なAIツールの活用ノウハウ、プロンプト技術のデモンスト
レーションを実施している 11。こうした動きは、知財実務における生成AIの活用ガイドラインやベストプ
ラクティスが、一企業の内製された暗黙知にとどまらず、日本産業界全体のコンセンサスとしてオー

プンに標準化されていく必要性を雄弁に物語っている。法的・倫理的課題という不確実性の高い荒

波を乗り越えるためには、企業間の境界を越えた「集合知」によるガバナンスの構築が不可欠なの

である。 

9. 未来への展望：エージェンティックAIと「次世代価値創出型」
知財部門への進化 
これまでに論じてきた数々の課題——リテラシーの壁、暗黙知の統合、ハルシネーションと責任、業
界ガバナンス——を乗り越えた先にあるのは、知財部門の抜本的なパラダイムシフトである。オムロ
ンが描く未来図は、生成AIを単なる「高度な検索エンジン」や「文章作成補助ツール」として留めるも
のではない。それは、事前に設定された目標を達成するために自律的に動作する「エージェンティッ



クAI（Agentic AI）」による、知財戦略プロセスの自律化と予測分析の実現である 7。 
AWSの概念定義によれば、エージェンティックAIは、従来のAIのように人間のプロンプトを待つ受動
的なシステムではなく、「プロアクティブ（主体的）」「適応可能」「協調的」「専門的（複数エージェントの

連携）」という4つの高度な特性を備えている 7。オムロンは将来的な展望として、知財AIエージェント
に機械学習を用いた予測モデルを組み込み、技術論文や経営情報、マーケットデータなど特許以外

の膨大な情報ソースと連携させることを計画している 3。 
これにより、将来の技術トレンドの予測や競合他社の特許出願動向の先読み、いわゆる「IPランドス
ケープ」の構築が飛躍的に加速する。従来は仮説の設定からデータの収集、分析、検証までに数ヶ

月を要していたプロセスが、マルチエージェントの自律的なオーケストレーションによって数日、ある

いは数時間に短縮される。AIが競合データや市場データを分析し、事業仮説の有効性を高速で検証
することで、知財部門は発明を権利化するだけの「バックオフィス（守り）」から、事業の方向性や投資

戦略を経営層に示す「ナビゲーター（攻め）」へとその性質を変容させる 3。 
奥田武夫氏が過去に内閣府主宰の「知財のビジネス価値評価検討タスクフォース」に参画し、経営

デザインシートの策定に深く携わったという経歴は、知財という無形資産を直接的なビジネス価値の

創造へと連結させるという、同氏の確固たるビジョンを裏付けている 12。AIが定型業務を代替するこ
とで、人間である知財専門家は、SEO（検索エンジン最適化）ならぬ「GEO（生成AI最適化）」のような
未知の領域に対する戦略立案や、複雑なステークホルダー間の合意形成といった、極めて高度で創

造的な活動に専念できるようになるのである 4。 
 



 
 

10. 結論：生成AI導入は「ツールの更新」ではなく「組織OSの
アップデート」である 
オムロンの奥田武夫氏が主導するAIZAQプロジェクトや知財AIエージェントの実装事例、ならびに生
成AI活用推進協議会における業界横断的な取り組みを深掘りすることで明らかになったのは、知財
業務における生成AIの「導入完了後」に直面する課題は、単なるITシステム上のエラーやアルゴリズ
ムの調整といった局所的な技術問題ではないということである。 
従業員間のリテラシー格差の是正、非構造化データの意味的統合、高度な暗号化と閉域網接続を

前提としたセキュリティ体制の構築、ハルシネーションに伴う法的責任の所在の明確化、そして弁理

士をはじめとする専門人材のリスキリングとモチベーションの維持。これらはすべて、AIという異質で
自律的な知能を、企業の既存の業務プロセスや人間関係、ひいては経営戦略の中にいかにして組

み込むかという、極めて高度な「組織論」および「経営論」の課題に帰結する。 
システムの導入が完了した段階で立ち止まり、変革の手を緩める企業は、AIを利用した一時的な定
型業務の工数削減という果実を得る一方で、従業員のやりがいの喪失や、予期せぬ情報漏洩、法

的リスクの顕在化といった深刻な副作用に直面することになる。オムロンが全社横断プロジェクトを

通じて実践しているように、真の生成AI活用とは、最先端のテクノロジーを導入することと同時に、組
織の文化、教育体制、コミュニケーションの在り方、すなわち「組織のオペレーティングシステム（OS



）」を根本からアップデートし続ける終わりのないプロセスである。 
知財部門が「人間の創造性を最大化する」という創業理念に立ち返り、AIを業務代替のツールでは
なく、事業価値を共に創出する戦略的なパートナーとして受容するためのガバナンスとナレッジシェ

アの仕組みを構築すること。それこそが、導入後の幾多の壁を乗り越え、不確実性の高い次世代の

ビジネス環境において持続的な企業価値の創造を実現するための、唯一にして確実な解であると結

論づけられる。 
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